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１章　はじめに
　アップルとサムスン電子の特許侵害訴訟は世界各地で提訴され，その争いは日を追うごとに
激しさを増している。デジタル社会の勝者を決めるのは企業や消費者ではなく，裁判所が雌雄
を決する様相を呈している。サムスンはアップルの製品を製造する味方であり，同時にアップ
ルと競合する製品のメーカーでもあったことが，デジタル社会の複雑さを象徴している。アッ
プルはサムスンがアップル特許を模倣しており，アップルの成功に便乗していると主張してい
る。一方，サムスンはアップルがサムスンの重要な顧客であるが，アップルはサムスン特許を
侵害しており許されないと主張している。このように味方が敵に変わることはしばしば起き，
逆に，敵が味方に変わることも珍しくない。本論文は，昨日まで敵であった競合他社が企業合
併によって一つの会社で机を並べて一緒に仕事をしていくことになったとき，研究開発はどの
ように変化するかを研究するものである。
　日本経済新聞１）は，2012年の日本の特許黒字が約１兆円に達し過去最高だった昨年を２割
上回ったと報じている。日本の貿易赤字が常態化する中，外国企業からの特許収入は日本の経
常黒字の重要な地位を占めており，今や日本の稼ぎ頭と言っても過言ではない。このような状
況の下，日本政府は今まで参入していなかった研究開発費をGDPに新たに加算する決定を行っ
た。研究開発費の加算がGDPを3.4％程度押し上げ，2011年度で約17兆円となる。比較的大き
な金額になる理由は日本企業が製造拠点を国外に移す一方，研究開発拠点は国内に残している
ためである。日本の研究開発費の負担割合は国費が２割と少なく，残りの８割が企業の研究開
発費であり約14兆円に達している。この研究開発費には，研究所の建設費，研究者の人件費，
研究装置，材料費，光熱費などが含まれる。
　この研究開発の成果の一つである特許権は，日本国特許だけでなく外国特許も取得される。
世界知的所有権機関（WIPO）によれば，2012年国際特許出願は，１位：米国51207件，２位：
日本43660件，３位：ドイツ18855件，４位：中国18627件である。企業別では，２位のパナソニッ
ク，３位のシャープ，６位のトヨタ自動車など，上位20社の中に日本企業は８社が入っている。
文部科学省の民間企業の研究活動に関する調査報告によれば，研究開発力や技術力の強化を合
併の理由にあげる企業は27.3％あり，研究開発力の向上を念頭に置いた合併が多いことが分か
る。
　田辺三菱初代社長である葉山夏樹は，「薬を作っていくことで利益を上げていくが，アイデ
ア次第で商品が作れるという世界ではない。商品を生み出すための研究と開発には相応の時間
１）日本経済新聞2013年２月20日，2013年５月20日，2013年８月８日
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とカネがかかる。」と述べており，企業経営者にとって研究開発への姿勢は経営戦略そのもの
であり，巨費を投じる研究開発戦略を間違えると企業存亡の危機を招くことも多い。また，田
辺三菱二代目社長である土屋裕弘は，「創薬力のさらなる強化と海外事業展開の加速化という
のが合併の目的だ。夢のある新薬を市場に出し，国際創薬企業へと飛躍したい。」と言ってい
るように，土屋は企業合併が研究開発の活発化を促し企業発展の切り札と考える経営者である。
　ところで，企業合併が活発に行われるようになった背景には，1997年に親会社自らは事業展
開せず企業集団全体の経営戦略を担当する純粋持株会社が，独占禁止法の改正によって解禁に
なったことがある。帝国データバンクによれば，2012年の合併企業数は3824件で，前年の3727
件を2.6％上回った。その内訳はサービス業が22.7％，製造業が14.7％，卸売業14.6％，小売業
10.1％であり，特にパチンコホールや運送業や医療品小売の合併が高水準であった。また，投
資ファンドなどによる株式買収が増加したことも，結果的に企業合併を加速しており，明星食
品への外資ファンドによる敵対的株式公開買い付けの際，ホワイトナイトとして日清食品が明
星食品を合併した。企業合併は，企業会計上ひとつの事業体に結合することであり，株式を取
得して子会社にする場合も含まれ，吸収合併，株式取得，事業譲渡なども含まれる。
　本論文は，過去20年間の企業の特許出願状況を調査し，その調査データを基に企業合併前後
の変化や傾向を調べ，その背景や原因を研究するものである。正式な合併前に企業が共同研究
を行う場合や合併前に企業間で技術提携する事例も多く，なかには，合併を発表した後も合併
前の企業形態のままでそれぞれの会社が独自に研究開発を継続し，数年後研究開発体制を見直
す企業合併もある。このように真の合併時期が不明確なことも多く，企業の研究開発に及ぼす
合併の影響に関する研究は容易ではない。
　ちなみに，新日本製鐵と住友金属の合併においても，2002年に神戸製鋼所を含めて３社で資
本・業務提携を結び，2008年に連携強化の意味から相互の株式の追加取得を行い，2011年２月
に両社は合併に向けて検討し始めたと正式に公表し，2012年10月に合併している。すなわち，
資本・業務提携の時点，連携強化の時点，正式発表の時点，合併の時点までに約10年間を要し
ており，研究開発の側面から考えて，どの時点で実質的な合併があったのか，判別が難しい。
そこで，本論文では合併の事例ごとに，その経緯や背景を調べ，合併までの時系列変化も考慮
して研究することとした。なお，1993年から2012年までの過去20年間の特許を対象としたのは，
特許有効期間が出願後20年間であることと，真の合併時期の不明確さを考慮したものである。
比較的長期間の研究開発を俯瞰することにより，研究開発に及ぼす企業合併の影響を研究する
ことが本論文の特徴である。
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２章　企業合併前後の特許件数の推移
2─1　合併シナジー皆無の企業
　図１はJFEスチールの合併前後の特許推移である。合併前には年間2500件あった特許件数が
合併後年間1500件程度に減少し，さらに合併から数年経過しても減少傾向が続き，年間1000件
強にまで減少し合併前の50％以下の特許出願に低迷している。なお，縦軸の特許公開件数は特
許庁ホームページの検索ソフトを利用している。したがって横軸は特許公開年であるため，実
際の合併時期と比較するときは，特許出願の１年半後に特許公開されることを考慮する必要が
ある。しかし，研究開発期間は１～３年間を要するときが多く，合併直後の特許出願が，合併
前の研究成果なのか，合併後なのか，合併前の計画立案なのか，合併後なのか，を区別するこ
とは極めて困難である。
　2002年JFEスチールは日本鋼管（NKK）と川崎製鉄との合併で誕生した。それ以前の2000
年から日本鋼管と川崎製鉄は千葉・京浜・福山・水島の４製鉄所の効率的な運用のために連携
強化を行っていた事実から，合併は少なくとも３年間かけて達成されたと考えられる。日産自
動車と同じ芙蓉グループであった日本鋼管は，他社に比べ高い日本鋼管製品を購入しないとい
う日産自動車のゴーン社長による決定に危機感を持ち，川崎製鉄に合併を持ちかけたと推察さ
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図１　JFEスチールの合併による特許推移
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れる。このような理由からゴーン社長はJFEスチールの生みの親と言える。
　両社の研究開発力を考えると，日本鋼管の厚板圧延後の加速冷却設備に関する研究開発力は
業界トップクラスで，川崎製鉄は厚板圧延後の加速冷却を利用した厚板製品に関する研究開発
力は業界内で群を抜いており，両社は合併前から多くの特許を出願していた。すなわち，圧延
や冷却設備等のハードに強い日本鋼管と，製品開発のソフトに強い川崎製鉄の合併は，この分
野において相互に補完し合う理想的な合併であり，鉄鋼業界の競合他社から脅威をもってみら
れていた。
　JFEスチールは３年間と300億円という膨大な金と時間をかけて，2000万ステップに及ぶシ
ステム統合を完成させた。これは，注文仕様，原材料，製造，物流，在庫，出荷などのすべて
の情報を含むスケジュール管理，工程管理，生産管理を効率的に行うシステム統合であった。
しかし，同業者であるにもかかわらず両社で使用する用語が異なるため，非常に大変な仕事で
あったとされている。本当の意味での合併はコンピュータシステムの統合が完全に終わらない
と合併したとは言えない。
　図２はアステラス製薬の合併前後の特許推移である。合併前には年間120件程度であった特
許が，合併後約50件まで減少している。この合併は特許出願を大きく減少させたことは間違い
ない。アステラス製薬は2005年４月に山之内製薬と藤沢薬品工業との合併で誕生した。当時業
界３位の山之内製薬と５位の藤沢薬品工業が合併し，武田薬品につぐ業界２位となった。武田
図２　アステラス製薬の合併による特許推移
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薬品さえも世界の製薬会社のトップ10にも入れない状況であり，山之内製薬や藤沢薬品工業に
とって製薬開発の規模拡大は喫緊の課題であった。この合併により，巨大資本の海外製薬企業
と新薬開発で戦える１兆円規模のメガファーマが産声をあげた。
　新薬開発だけでなく大衆薬やジェネリック医薬品（期限が切れた特許技術を使った医薬品）
も同時に製造販売する製薬企業がある中で，アステラス製薬は両社が保有していた大衆薬事業
を競合する第一三共に売却して退路を断ち，新薬開発に全経営資源を集中する戦略を取ってい
る。山之内製薬は高血圧，糖尿病，泌尿器の分野が，藤沢薬品工業は移植免疫医療，感染症の
分野が得意であり，それぞれを補完する合併であったと言える。このように補完する製品群を
有した両社の合併は一見理想的な合併と思えるが，合併後，何故特許件数を減少させたのか，
長期間を要する新薬開発を考慮しても疑問が残る。
　図３は大日本住友製薬の合併前後の特許推移である。合併による大日本住友製薬の誕生と同
時に特許は減少している。大日本住友製薬は2005年大日本製薬が住友製薬を吸収合併して誕生
した。住友製薬は優れた研究開発力を持っていたが営業力が弱い欠点があった。そこで，製薬
会社としてバランスのとれた大日本製薬と合併することで，この欠点を解消することを狙った
と考えられる。両社は糖尿病，免疫病，炎症，アレルギー症，感染症などの製薬で重複する分
野が多く，得意分野を補完しあう前述のアステラス製薬とはまったく異なる合併である。重複
した研究を合理化するため，合併前にあった５箇所の研究所は合併後２箇所に統合された。合
併前の住友製薬の特許出願は年間20件程度，合併前の大日本製薬の特許出願は年間80件程度で，
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図３　大日本住友製薬の合併による特許推移
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両社合わせて年間100件程度であったが，合併後年間50件程度の特許件数まで落ち込んでいる。
この合併は吸収合併であるため住友製薬を徹底的に合理化することは致し方ないが，年間50件
程度まで減少している事実は単純に合併による合理化だけでは説明できない。
　図４は田辺三菱製薬の合併前後の特許推移である。田辺三菱製薬は2007年10月に三菱ウェル
ファーマと田辺製薬が合併して誕生した。三菱ウェルファーマは1999年４月に吉富製薬とミド
リ十字が合併して新吉富製薬となり，1999年10月に三菱化学が東京田辺製薬を合併し三菱東京
製薬になり，2001年10月に三菱東京製薬とウェルファイドが合併し三菱ウェルファーマとなっ
た。すなわち，田辺三菱製薬は，ミドリ十字，吉富製薬，東京田辺製薬，三菱化学，田辺製薬
の合計５社が合併したものである。
　有森２）によれば，「はっきりと主導権を握った合併でも，完全に統合するまでには３年かか
るといわれている。ましてや企業文化がまったく異なる５つの企業の集合体だ。これでうまく
いったら不思議といえる。」と言っているように，この合併の難しさを心配している。さらに
有森は，「田辺三菱製薬になる前の三菱ウェルファーマ時代，C型肝炎の損害賠償問題で三菱
東京製薬出身者や三菱グループから『三菱の名前にキズがつく。ミドリ十字を売却してしまえ』
という声があがった。このとき，吉富製薬出身者から『売却したら開発力がゼロになる』と強
く反対されたという。これが，数々の批判があることを承知でミドリ十字を抱え込んだ，隠さ
図４　田辺三菱製薬の合併による特許推移
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れた理由だ。」と述べている。このように合併に加わる企業は研究開発力の観点から合併の是
非を戦わせることになる。
　図４が示すように，５社の大合併は大幅に特許件数を減少させたことは間違いない。1993年
にはミドリ十字と吉富製薬と田辺製薬の３社の合計が年間180件を超えていた特許件数が田辺
三菱製薬の誕生以降，年間30件を下回るまで急減している。このような複数社の合併の場合，
企業間の調整が非常に困難になり，合併後の研究開発力が極端に低下する現象がみられる。合
併前のデューデリジェンスでは，財務，営業，製造だけでなく，研究開発や知的財産に関する
詳細な検討が重要である。田辺三菱のような合併は特殊な事例ではない。合併はそれぞれの企
業の思惑が複雑に絡むことが多く，とりわけ，複数社の合併は各社の主導権争いが激化し社内
の混乱を拡大するときが多い。
　図５は特種東海製紙の合併前後の特許推移である。東海パルプと特種製紙は合併前から特許
件数が減少傾向であったが，合併はその傾向に歯止めをかける効果はなかったと言える。特種
東海製紙は，東海加工紙が2007年特種東海製紙ホールディングに参入し，2010年東海パルプと
特種製紙を吸収合併して誕生した。特種東海製紙は製紙業界８位の売上げで，ダンボール材料
などの板紙や高級印刷用紙などの特殊紙を得意としている。
　図６は東京海上日動火災保険の合併前後の特許推移である。合併前は年間40から60件あった
図５　特種東海製紙の合併による特許推移
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特許件数が合併後５件以下に落ち込んでいる。東京海上日動火災保険は，2004年東京海上火災
保険と日動火災海上保険の合併により誕生した。この合併は三菱財閥の東京海上火災保険と旧
安田財閥の日動火災海上保険との財閥の垣根を越えた合併であり，日本の損害保険業界１位の
大企業を誕生させた。保険業務にコンピュータやネットワークを活用したビジネスモデル特許
（ビジネス方法特許）の開発が盛んに行われたが，合併後急激に減少している。
　図７は三菱東京UFJ銀行の合併前後の特許推移である。合併前は年間70件程度あった特許件
数が合併後10から20件程度に減少している。三菱東京UFJ銀行は，1996年に三菱銀行と東京銀
行が合併し東京三菱銀行となり，2002年に東海銀行と三和銀行が合併しUFJ銀行になり，2005
年東京三菱銀行とUFJ銀行が合併したものである。これも多少の時間差があるが４つの銀行の
合併であり，複数社合併の苦労や混乱が推測できる。上記の保険業界と同様に，銀行業務にコ
ンピュータやインターネットを活用した新しいサービスに関するビジネスモデル特許の件数が
増加したが，合併後急激に減少している。
　図８は日清食品の合併前後の特許推移である。合併前の明星食品の特許件数は決して多くは
なかったが，合併後は以前の日清食品の特許件数さえも維持できていない。合併により日清食
品自体の研究開発になんらかの変化があったと考えられる。2006年業界トップの日清食品が業
界４位の明星食品の株式公開買い付けを行った。その背景は，外資ファンドであるスティール・
パートナーズが明星食品の株式公開買い付けをしかけたことが発端になっている。そのため日
図６　東京海上日動火災保険の合併による特許推移
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図７　三菱東京UFJ銀行の合併による特許推移
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図８　日清食品ホールディングの合併による特許推移
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清食品が明星食品を救済するホワイトナイトとして明星食品を株式公開買い付けすることと
なったものである。このことから他の企業合併とかなり異なる事例と言える。このような特殊
事情を考慮しても，図８が示すような合併後の特許件数の極端な減少は説明することはできな
い。
　図９はバンダイナムコの合併前後の特許推移である。合併前はバンダイとナムコの特許合計
が年間400件を上回っていたが，合併後は150件まで減少している。バンダイナムコは，2005年
バンダイとナムコと合併し誕生した。バンダイが権利を有する機動戦士ガンダムなどを，ナム
コが得意とする大型筐体を使いゲーム化するなど，一部に合併効果が表れている。しかし，合
併後，特許件数の減少傾向が鮮明になっており，全体として合併によるシナジーは十分に発揮
されているとは言い難い。
2─2　一過性合併シナジーの企業
　図10はみずほ銀行の合併前後の特許推移である。合併後，特許件数が一時的に増加したが，
その後減少し，合併以前の水準に低下している。2002年，第一勧業銀行，富士銀行，日本興業
銀行の３行の合併により，みずほ銀行が誕生した。富士銀行は旧安田財閥が始めた銀行であり，
第一勧業銀行の前身である勧業銀行は，全国農工銀行を合併したものであった。合併直後に３
図９　バンダイナムコ合併による特許推移
0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
19
93
19
95
19
97
19
99
20
01
20
03
20
05
20
07
20
09
20
11
ﾊﾞﾝﾀﾞｲﾅﾑｺ
ﾅﾑｺ
ﾊﾞﾝﾀﾞｲ
特
許
公
開
件
数
環太平洋圏経営研究　第15号
- 14 -
図10　みずほ銀行の合併による特許推移
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図11　三井住友銀行の合併による特許推移
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行のコンピュータシステム統合の不具合により口座引き落としができないトラブルが発生し，
金融庁や日本銀行が立ち入り検査に入る事態となり，みずほ銀行は誕生時の難産を経験してい
る。その原因はシステムを統合するときの負荷テストが十分できなかったためである。３行が
自社のシステムの存続を固執したため主導権争いが起き，システム統合の方針が合併直前まで
決定できなかったことも原因の一つと言われている。さらに，銀行業務が最も集中する４月１
日の合併日に拘ったこともシステムトラブルに拍車をかけたのは間違いない。この事例も複数
社の合併であり，各社の社風や仕事の仕方の違いが招いた悲劇である。
　図11は三井住友銀行の合併前後の特許推移である。合併後，特許件数が一時的に増加したが，
その後，合併以前の水準に低下している。2001年，さくら銀行と住友銀行が合併し三井住友銀
行が誕生した。これは財閥の垣根を越えた歴史的な大合併であった。三井銀行は1943年第一銀
行と合併し帝国銀行となり，1990年に太陽神戸銀行と合併し太陽神戸三井銀行となり，後にさ
くら銀行と改名した。住友銀行は合併前の1998年にいわゆるパーフェクト特許（特許第
3029421号）を出願しており，これは銀行によるビジネスモデル特許の先駆けとも言える特許
である。このように住友銀行は特許に対するポテンシャルが高い企業であり，合併後の三井住
友銀行にもそのDNAが受け継がれていると推察される。
　図12はセガとサミーの合併前後の特許推移である。合併直後に特許件数が増加したが，その
後減少している。2004年セガがサミーを買収しセガサミーホールディングが誕生した。サミー
図12　セガサミー合併による特許推移
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はパチスロ業界のトップ企業で，ゲーム機器の開発販売やアミュジメントの運営などを行って
おり，一方，セガはゲームセンターの運営や家庭用ゲームや携帯ゲームの製造販売などを行っ
ている。
　この業界は競合他社との連携が活発であり，競合他社との共同開発が頻繁に行われる土壌が
ある。ちなみに，セガは競合する任天堂とゲームの開発において提携や共同開発などを行い密
接な関係を築いており，アミュジメント部門や音楽ゲームでは競争相手のナムコと提携するな
ど，この業界では競争と連携の同時進行が常に行われている。このゲーム業界は，いつでもど
の会社でも合併の話が発生する可能性が醸成されている。
　図13はユニバーサルエンタテインメントの合併前後の特許推移である。合併後，特許件数が
増加したが，その後減少した結果，ほぼ合併前の水準にまで落ち込んでいる。1993年ユニバー
サル販売がユニバーサルを吸収合併し，1998年ユニバーサルテクノスがユニバーサル販売を吸
収合併しアルゼが誕生し，2009年にユニバーサルエンタテインメントに社名変更した。ユニバー
サルエンタテインメントはパチンコ機などの製造販売を行っている。
　このパチンコ機の業界は競合他社との特許訴訟が頻繁に行われ，業界内の激しい抗争が繰り
返される特徴を持っている。一部の競合他社がそれぞれ保有する特許権を持ち寄り，他の競合
他社を排除するいわゆる談合に近い行為を行うなど，特許権を媒体として企業間の関係が複雑
図13　ユニバーサルエンタテインメントの合併に特許推移
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で，かつ，特許権を武器に競い合う極めて戦闘的な業界である。1973年の警察庁による電動式
パチンコ機の製造販売の認可が，各社の特許出願を活発化させた。その結果，各社のオーバー
ラップした特許範囲の解釈をめぐって特許訴訟が頻発し，パテントプールを作りあげたとも言
える３）。パテントプールとは，コア技術に関する特許権を持った複数の企業が相互に特許権を
許諾するシステムであり，２社のクロスライセンス契約を複数社に拡大したものである。ちな
みに，MPEG２やICタグ（RFID）やLTEなどの情報通信分野のパテントプールが有名である。
パテントプールに参加すれば，複数社がバラバラに保有する特許のライセンス交渉をワンス
トップで行え，高額なロイヤリティ（権利使用料）を回避できるメリットがある。しかし，パ
テントプールに参加しなかった企業に対して高額なロイヤリティを要求すると，公正取引委員
会は独占禁止法違反と判断することもあり，注意を要する。このような業界にあって，ユニバー
サルエンタテインメントはパテントプールから脱退し，そのパテントプール関連訴訟でも勝訴
している。
　図14は第一三共の合併前後の特許推移である。合併後，特許件数が少し増加したが，その後
減少しほぼ合併前の水準になっている。2005年三共と第一製薬が合併し第一三共が誕生した。
日本の製薬業界において，第一三共は武田薬品とアステラス製薬に次ぐ第３位の売上高である
３）韓載香［2005］「パチンコ産業における特許プールの成立」東京大学経済研究科
図14　第一三共の合併による特許推移
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が１兆円に届かないのが現状である。沢井製薬，日医工，大洋薬品工業，東和薬品などのジェ
ネリック医薬品企業の激しい追い上げが，新薬開発を基本とする製薬会社の足を引っ張ってい
る。他方，アメリカのファイザー，イギリスのグラクソ・スミスクライン，フランスのサノフィ・
アベンティスなどの外資系製薬会社は売上高４兆円を超え，巨額な研究開発投資を武器に７兆
円の日本市場に食指を伸ばしている。新薬開発には莫大な金と時間を要するため，合併や買収
などによる規模の拡大は製薬会社にとって重要な手段となっている。日本の製薬業界では新薬
で回収した利益を次の研究開発のために投資し，合併によるシナジーを追い求めて合併を繰り
返してきた。しかし，外資系製薬会社の金に糸目をつけない研究開発はさまざまな分野の製薬
開発で日本企業を凌駕しており，日本の製薬会社は正念場を迎えていると言っても過言ではな
い。
　図15はシチズンホールディングの合併前後の特許推移である。合併後，特許件数が一時的に
増加したが，その後減少傾向が続き，直近では合併前の水準を維持できない状況になっている。
2005年シチズン時計は，シチズン電子，ミヨタ，シメオ精密，狭山精密工業，河口湖精密の５
社を完全子会社とする会社統合を発表し，2007年にシチズンホールディングが誕生した。この
合併は垂直型合併の色彩が強い。シチズン時計はクオーツ時計が主流であるが，電波時計や年
差±５秒の精度を持つエコ・ドライブの技術が高く，なかでも水晶発振精度に関わる温度変化
図15　シチズンの合併による特許推移
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や二次電池特有の電圧変化の影響を抑制する技術など独自技術を持っている。
　図16は太平洋セメントの合併前後の特許推移である。合併直後，特許件数が一時的に増加し
たものの，その後減少傾向が長く続き，現在は合併前の水準を維持できない状況まで低下して
いる。1994年秩父セメントと小野田セメントの合併で秩父小野田が誕生し，1998年秩父小野田
と日本セメントが合併して太平洋セメントが誕生した。太平洋セメントはセメント業界のトッ
プ企業であるが，公共事業の削減の影響を受けセメントの国内販売は低迷しており，今後の研
究開発に期待するところが大きいと考えられる。
　図17はJXホールディングになるまでの数回にわたる合併前後の特許推移である。合併後，
特許件数が一時的に増加する傾向はあるものの，合併後数年を経ると減少するパターンが見ら
れ，特許件数の増加時期と減少時期と踊り場を繰り返す一過性合併シナジーの典型的な事例で
ある。1999年日本石油と三菱石油が合併し日石三菱となり，2002年新日本石油に社名変更した。
2002年興亜石油と東北石油を合併し，新日本石油精製が誕生した。さらに，2010年新日本石油
と業務提携先であったジャパンエナジーの親会社であった新日鉱ホールディングと新日本石油
が合併しJXホールディングが誕生した。2010年新日本石油が新日本石油精製とジャパンエナ
ジーを吸収合併し，JX日鉱日石エネルギーが発足した。
　図18はパナソニックの合併前後の特許推移である。パナソニックは，松下電子工業と三洋電
図16　太平洋セメントの合併による特許推移
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図17　JXホールディングの合併による特許推移
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図18　パナソニックの合併による特許推移
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機の２回の大合併を経験しており，特許出願は合併前後で大きく減少と増加を繰り返し，直近
の特許件数は合併前の水準以下である。2001年松下電器（パナソニックの前身）は松下電子工
業を吸収合併し，13000人を早期退職させ，長年研究を続けてきた太陽電池の開発を断念した。
2009年三洋電機を連結子会社化し，三洋電機の白物家電を中国ハイアールに売却した。パナソ
ニックにおける合併は合理化の色彩が強く，研究開発のシナジーを考慮した合併とは言い難い。
泉田４）によれば，「パナソニックは技術の会社ではない。パナソニックの最大の強みは，大衆
のニーズを見出してきた松下幸之助の技術の目利き力でした。パナソニックのDNAは技術を
買うことであり，企業買収を繰り返してきた歴史を持っている。」パナソニックは企業買収に
よる新技術の取得を常套手段とする社風があり，合併シナジーを目論むが，巨額な買収投資に
もかかわらず成果が出ているとは言えない。
３章　企業合併と研究開発の関係
　日産自動車のゴーン社長は，「アライアンスは台数を追及するためのものではない。シナジー
効果で判断する」と語っているように，シナジーのない合併は単なる野合に過ぎない。また，シュ
ンペーターは不均衡の中にこそイノベーションが生まれると述べているように，異なる企業が
融合する企業合併はシュンペーターの言う不均衡を人為的に発生させイノベーションを育てる
土壌となる。イノベーションの萌芽は合併企業の黎明期に必ず胚胎されている。ただし，それ
を発芽させ大きく成長させることができるかは，経営者や従業員のイノベーションに対する姿
勢や努力にかかっていると言える。
　新日鐵住金は，合併効果を1500億円と見込んでおり，その中で研究開発の合併シナジーを
400億円になると2012年４月のプレスリリースで表明している。その他は，生産販売の統合で
400億円，原材料の調達で400億円，本社支店の統合で300億円の合併効果があるとしている。
このように合併によるシナジーには販売シナジー，生産シナジー，経営シナジー，研究開発シ
ナジーなどがある。販売シナジーには，両社が保有する販売や営業や流通のノウハウの活用，
倉庫や輸送や輸出のノウハウの活用による費用削減があり，生産シナジーには，両社が保有す
る生産設備，原材料，生産ノウハウなどの活用による費用削減があり，経営シナジーは，互い
の優れた経営能力や財務ノウハウの活用による費用削減がある。なかでも，合併時に最も期待
されるシナジーは研究開発シナジーであり，両社が保有する研究者，研究設備，研究ノウハウ，
知的財産などを融合することにより新製品開発や新技術開発が活発化し，画期的な発明や破壊
的イノベーションの創発が期待できる。
４）泉田良輔［2013］「日本の電機産業」日本経済新聞社
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　前章で示したように，JFEスチール，アステラス製薬，大日本住友製薬，田辺三菱製薬，特
種東海製紙，東京海上日動火災保険，三菱東京UFJ銀行，日清食品ホールディング，バンダイ
ナムコの９社は，合併と同時期あるいは合併以前から特許件数が著しく減少している企業であ
る。これは調査18社の半数である。とりわけ，合併の数年前から特許出願が減少し始めており，
換言すれば，合併の準備を開始した時点，または，合併の噂が流れた時点から減少が始まって
いることに注目すべきである。そこで，本論文は企業合併による研究開発の合理化が実行され
る前に特許出願が減少する原因の解明を試みる。
　また，調査対象の残り９社は，みずほ銀行，三井住友銀行，セガサミーホールディング，ユ
ニバーサルエンタテインメント，第一三共，シチズンホールディング，太平洋セメント，JXホー
ルディング，パナソニックであるが，これらの企業は合併直後に特許件数が一時的に増加する
が，その後減少し，合併前の水準を維持できない状態まで低迷している。合併によるシナジー
は見られるが，それらはいずれも一過性であり持続可能なシナジーが発生しているものは皆無
である。これらの企業も合併により両社の研究開発力を活用したイノベーションが生まれたと
は言い難い。一過性の合併シナジーが発生したにも関わらず，何故イノベーションに進展しな
かったのか，本論文ではその原因を探求する。
　合併には，吸収合併，新設合併，事業譲渡，株式取得などがあり，水平合併，垂直合併，同
業種合併，異業種合併，くわえて競合や敵対する企業の合併または補完し合う企業の合併など
がある。合併の目的は，既存事業の補完，市場シェアの拡大，企業規模の拡大だけでなく，互
いの企業が保有する技術力や製品開発力や秘密情報を活用して研究開発力を強化することであ
る。さらに，両社が保有する研究所，研究設備，研究者は，合併による積極的な融合により新
たな発見や発明を誘発し，研究開発期間を大幅に短縮できる場合がある。また，競合他社の特
許のために断念せざるを得なかった研究開発が合併後可能になることも多い。企業合併は，異
なる社風，製造技術，情報技術，販売ノウハウ，知的財産などが有機的に結合し，この異質結
合が化学反応を誘発させイノベーションに発展する可能性を秘めた経営戦略である。
　ところが，上記の調査結果のように，合併企業の研究開発は向上するどころかほとんどが停
滞している。研究開発の変化を数式化すれば，両社の合併で合併シナジーが生まれイノベーショ
ンが創発すると【１＋１⇒２＋α】（αは合併シナジー）になると予想されたが，本論文の調
査結果は【１＋１⇒１】になることが非常に多く，なかには合併前の１社の研究開発を下回る
【１＋１⇒0.5】になる例もあった。これは，現在日本で行われている企業合併が研究開発費の
削減，重複研究の削減，研究者数の削減を意図したものであり，経営者に研究開発のリストラ
の契機を与える手段となっていると言わざるを得ない。このような研究開発軽視の経営戦略が
続けば，今まで築いてきた日本の研究開発力は急激に低下すると考えられる。この事実は時間
と金がかかる研究開発を置き去りにした近視眼的な経営戦略に舵を切る経営者の増加を証明す
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るものである。
　野原５）はフランス医薬品産業の企業合併に関して「技術革新競争に生き残ろうとする企業
同士が水平合併をして範囲の経済性を求め，またM&D戦略で大規模企業の合併吸収をして一
挙に規模の経済性を追求するのも理にかなった企業行動である。」と述べている。合併は規模
の拡大が目的であり，１社だけでは研究開発費を負担できないため，企業は合併に踏み切ると
考えられる。合併企業では重複研究の削減や無駄の排除や研究所の統合や研究者の削減などが
断行される。このように企業合併を合理化の側面だけから見ることが多いのは確かである。
　井田ら６）は，「製品ポートフォリオが同質的な企業間の合併では，個別製品の市場占有率が
高まり，開発シーズの内製化が進展することによって，イノベーションから得られる利益の専
有可能性が向上した。」と指摘している。開発シーズの内製化の進展が，井田らは合併の効果
としているが，逆に考えると，合併後の開発シーズはほとんど社内で調達できるため，社会の
動向や顧客の声を軽視しがちになり，井の中の蛙に近い社風に陥りがちになる。さらに，合併
は研究者数も一挙に増加するため研究者の内製化が進展し，企業や大学や研究機関との共同研
究が減少する。くわえて合併は開発シーズの内製化と研究者の内製化を同期させ，研究開発の
内製化を加速する。つまり，合併企業では，他社や個人の知恵やノウハウを互いに活用するオー
プンイノベーションは行われず，独自開発が主流になる。本来，研究開発は360度の視野を持っ
て，さまざまな分野の企業や大学や研究機関との交流から生まれる場合が少なくないにも関わ
らず，企業合併は研究開発の内製化という研究開発の本質から逃避させる側面を有していると
言える。
４章　合併による企業の変化
4─1　合併による業界内シェア向上と競合他社の減少
　同じ業界内における上位企業同士の大規模合併は業界内シェアの拡大をもたらすだけでな
く，競合他社が確実に減少する効果がある。そこで，一部の経営者は競争する目的を失い研究
開発投資を削減する場合がある。たとえば，２章のJFEスチールなどがこれにあたると考えら
れる。鉄鋼業界の２位と３位であった川崎製鉄と日本鋼管が合併したJFEスチールの競争相手
は，業界トップの新日本製鐵（現在は新日鐵住金）だけになった。そこで，JFEスチールは費
用対効果を考えるとこれ以上の開発競争は無意味と考えるようになっても不思議ではない。そ
５）野原博淳「フランス医薬品産業の再編：企業合併とアライアンス」医療と社会 巻：17号
６）井田聡子，他［2011］「医薬品産業における企業境界の変化がイノベーションに及ぼす影響に関する分析」
文部科学省科学技術政策研究所第２研究グループ
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の結果，合併前の特許件数を維持できないばかりか，合併以前の１社の特許件数にも満たない
状況にまで研究開発が削減されたと考えられる。
　表１はJFEと新日鐵の特許件数の時系列変化を示している。JFE誕生以前の1993年は，日本
鋼管と川崎製鉄と新日鐵が激しく競争していた時期であり，日本鋼管と川崎製鉄の特許件数合
計は3431件であった。次に，JFE合併の準備が始まった2000年は2797件に減少し，合併時は
1642件で1993年に比べ半減している。JFEの特許件数は2012年には1193件となり，1993年から
67％減少したことになる。一方，表１が示すように競合する新日鐵の特許件数もJFE合併と呼
応するように大幅に減少している。本来，JFEの合併とは無関係である新日鐵の特許件数は，
合併したJFEよりも減少幅が大きく，2012年と1993年と比較すると82％減少している。これは
業界全体が研究開発意欲を減退させた典型的な事例である。
　この鉄鋼業界はもともと合併を繰り返す歴史があり，新日本製鐵が誕生した時も八幡製鉄と
富士製鉄との合併であった。公正取引委員会は合併後の市場占有率30％を目処としたため，ブ
リキ，軌条用鋼材，鋳物用銑，鋼矢板，電磁鋼板，厚板，H形鋼，線材，冷延薄板が問題となっ
た。なかでも，公正取引委員会は八幡製鉄と富士製鉄との合併による軌条用鋼材のシェアを問
題視した。そこで，両社は合併後の市場シェアを故意に低下させるために，競合する日本鋼管
に軌条用鋼材のシェアを提供することで合併を成し遂げた。多額の研究開発費を使い研究者や
エンジニアや営業マンの寝食を忘れた努力により製品シェアを向上させても，無償で競合他社
に提供しなければならなかった無念は，この業界の関係者なら今でも記憶に新しい。少なくと
も日本国内市場だけを考えれば，多額の研究開発費を投じてまで製品開発を行う意味がなく
なったとも言える。2012年に業界１位の新日本製鐵と４位の住友金属工業が合併し新日鐵住金
を誕生させたため，新日鐵住金だけでなくJFEスチールも含め，鉄鋼業界の研究開発のさらな
る衰退が懸念される。
　一部の経営者は，鉄鋼業界は成熟産業であり，これ以上研究開発に投資しても得られるもの
はないとの研究開発不要論を主張する。しかし，日本の鉄鋼業界の市場の６割が日本国内であ
るが，残り４割は海外市場であり2012年度の鉄鋼輸出量は4250万トンに達している。なかでも
韓国ポスコとの競争は激化しており，後述する方向性電磁鋼板の訴訟に代表されるような最先
端の研究開発が雌雄を決することは間違いなく，日本国内市場だけを見て，研究開発投資を削
表１　JFEスチールと新日本製鐵の特許件数の変化
特許公開年 新日鐵 JFE 備考
1993年 3986 3431 JFE合併前
2000年 1733 2797 JFE合併準備開始
2003年 1478 1642 JFE合併を正式発表
2012年  700 1193 JFE合併後
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減している場合ではないことは明らかである。
　ポスコは2000年頃には日本へ特許出願をしていなかったが，2009年以降50件を超える特許出
願を開始しており，日本市場への本格的な上陸は着々と進んでいる。日本の鉄鋼会社は，日本
の企業だけが競争相手ではないことは百も承知であろうが，新日鐵と住金，日本鋼管と川崎製
鉄などの巨大合併がもたらした甘い果実は，グローバル競争を忘れさせるに十分な秘薬であっ
たことは間違いない。しかし，競合する企業は鉄鋼業界だけでなく，高強度炭素繊維材料，ア
モルファス合金，ナノマテイルアル，ファインセラミック，チタン，アルミニウムなどの鉄以
外の材料業界が，研究開発意欲を減退させた鉄鋼市場を虎視眈々と狙っている状況であること
を忘れてはならない。
　同業種における企業合併は，確実に競争相手を失うことになり，研究開発テーマの変更，研
究開発投資額の見直し，研究所や研究者の変化をもたらす。企業が研究開発に投資する経営判
断にはさまざまな要因があるが，競合他社の動向が研究開発を促進させる側面は明確に存在す
る。見知らぬ敵を想像し，その恐怖に戦くことからすべての研究開発が始まる。もし，競合他
社を意識する必要がなくなれば，研究開発の駆動力が失われるのは疑う余地がない。さらに，
合併により競争相手の手の内が明らかになると，ほとんどの場合，研究開発への熱意がプラス
からマイナスに転換する。先行する競合他社に追いつけ追い越せという競争を鼓舞する旗振り
は，研究開発を推進する上で非常に重要である。競い合うライバル同士が切磋琢磨する環境こ
そが，今までにない新製品や新技術を誕生させてきた歴史は誰も否定できない。ところが，現
在日本で行われている企業合併の多くは，研究開発やイノベーションを推進するエネルギーを
消滅させ，経営者や研究者を無気力状態にさせる麻薬と言っても過言ではない。この麻薬の習
慣性は，一度合併の味を知った企業に合併や買収を繰り返させ企業の巨大化を許すことになる。
4─2　合併による大企業病
　企業が合併するとき，大企業病のウイルスが新たな合併企業に注入されるが，企業自身はそ
れに気づかない場合が多い。合併は，経営者，従業員，顧客，支店，工場，関係会社を増加さ
せるため，企業規模は確実に拡大する。たとえ，伸び盛りのベンチャー企業と長い歴史を持つ
老舗企業との合併においても，合併後の企業の運営は成熟した老舗企業が支配する場合が多い。
これは合併により企業が大組織に膨張し，上司の命令が絶対視されるヒエラルキー組織に移行
するためである。そのため，合併企業では社風が保守的になり，事なかれ主義が蔓延する。パー
キンソンの法則を引用するまでもなく，合併企業は顧客の要望や社会の変化を無視して社内の
都合だけで新たな仕事を創り出し，それだけで満足する組織になるため，合併企業は大企業病
から抜け出せなくなる。
　一般的に，大企業病に感染した企業では，形式的な規則に従うことが重視され，前例のない
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ことは行われなくなり，少しでも失敗の可能性がある計画は棚上げされ，石橋をたたいても渡
らない社風が固定化し，経営者はリスクを取らなくなる。また，社内の意思疎通が不十分にな
り，仕事が専門化され，部門間の情報共有が行われなくなり，秘密主義やセクショナリズムが
蔓延する。研究開発というリスクの高い投資は敬遠され，他社に優れた技術があれば，その技
術を購入するか，ライセンス契約を締結するか，技術を有する企業を買収するか，いずれの場
合もお金で技術を買うことが合併企業の常套手段になる。
　合併後の企業でも研究開発は行われるが，大企業病は研究開発のプロセスを大きく変貌させ
る。つまり，研究開発投資に見合った成果を重視するあまり，研究者は早期に成果の出やすい
研究開発だけを行うことが通例となり，時間と人手を要する基礎研究や基盤研究は後回しにな
り，過去の開発済のシーズを基にした応用研究が主体となる。いわゆる企業の将来を見据えた
尖った研究は切り捨てられ，研究開発とは名ばかりの組織となる。その結果，合併以前には社
長直轄や副社長が主管する研究開発本部を，大企業病を患った合併企業では取締クラスが担当
する研究開発部門に格下げされ，社内での研究開発の位置づけが低下する。
　近年の日本の企業は短期的利益を優先して意思決定される傾向が強まっている。とりわけ合
併企業では異なる社風や経験を持つ社員を納得させる方法として，費用対効果を厳密に評価し
た意思決定が行われる。そのため，合併企業は長期間を要するプロジェクトや事業計画の優先
順位を低下させ，短期間で成果のでる研究開発しか目に入らない視野狭窄に陥り，近視眼的な
研究開発計画だけを行うことが多くなる。合併企業では，社内のコンセンサスを重視するあま
り，一部のベンチャー企業で見られるような採算を度外視した成功確率の低い研究開発は絶対
に行われない。
　DNA二重らせん構造の発見で有名なジェームズ・ワトソン７）は，合併企業のような大きな
組織になると個人が組織に埋没するため，個人の自由闊達な研究ができなくなると述べている。
「科学者たちがお互いに競争し合っているほうが，協調し合っているよりもいいように思う。
何人も一緒に働いていると，どの方法がベストであるか，みんなの同意を得なければならない。
総意というのは往々にして間違っているものです。あくまで個人が際立つ必要がある。科学を
促進させるということは，とりもなおさず個人を尊重することです。組織が大きくなると個人
が死んでしまいます。」合併した大企業では人が多くなるため個人の知恵や能力よりも，多く
の人の集合知が重視される傾向が強くなる。しかし，今までの研究成果は，多くの人が話し合っ
て合意した知識や考えからではなく，個人の知恵だけで誕生してきたことは歴史が証明してい
る。合併企業では，常に周りから監視される環境となり個人の自由な研究が徹底的に排除され
るため，革新的な研究開発は開花しない。
７）ジェームズ・ワトソン，他［2012］「知の逆転」NHK出版新書
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4─3　合併による官僚主義と出身派閥闘争
　合併により研究管理体制が硬直化する例は多い。合併前の企業でそれぞれが保有していた研
究者や研究所を維持していく必要から，研究開発部門においても，いわゆる，たすき掛け人事
が行われ官僚主義が蔓延する。そのため，研究開発テーマの選定のための膨大な資料作成，精
密な研究開発予算書の作成，厳格な成果報告書の作成などが行われるようになる。本来，研究
開発は柔軟性をもった非定型的な仕事であり，官僚主義とは相いれないものであるにもかかわ
らず，研究者は貴重な研究時間がほとんど奪われるほどの資料作りに邁進することになる。
　官僚主義の下での研究開発は，研究管理が厳格になり研究テーマ間の重複部分が削減される
が，その重複部分にこそ画期的なシーズが隠れている場合が多いことを研究者たちは知ってい
るにも関わらず，合併企業の重複研究は日の目を見ることはない。合併前ならば分野の異なる
研究者間で重複部分に関して真剣な議論が行われ，革新的な開発に結び付ける可能性があった
が，合併企業の官僚主義の下では重複部分を無駄と決めつけるため研究成果はまったく期待で
きない。
　たとえ革新的な研究開発が成功しても，イノベーティブな製品が誕生するまでには全社の協
力体制が不可欠となる。つまり，全社横断型の製品開発では，研究開発部門，生産部門，設備
部門，販売部門，情報管理部門，人事部門などが一致協力する必要がある。ところが，A社と
B社の合併企業では，研究開発部門がA社出身派閥，生産部門がB社出身派閥，設備部門がA社
出身派閥，販売部門がB社出身派閥，情報管理部門がA社出身派閥，人事部門がB社出身派閥
であれば，実質的な全社的協力は得られないばかりか，裏で足の引っ張り合いが起こり，全社
横断型の製品開発が頓挫することが少なくない。
　前項で述べたように，イノベーションの前段階の研究開発では数多くの人の集合知ではなく
個人の知恵によるが，逆に，研究開発の成果をイノベーションに進展させる段階では，多くの
人の知識や組織の協力が必須になる。しかし，合併企業では出身派閥闘争のためイノベーショ
ンの進展が阻止される。すなわち，合併企業は，大組織の下での官僚主義ため個人の自由な研
究活動が妨害されるだけでなく，イノベーションへの発展段階でも出身派閥闘争のため全社の
協力が得られずイノベーションが開花することはない。
　ソニーの盛田８）は，イノベーションを創発するには，研究開発によるテクノロジーの創造だ
けでなく，商品企画の創造性，マーケティングの創造性を含めた全社横断体制の重要性を述べ
ている。「革新的なテクノロジーだけでは真のイノベーションではありません。イノベーション
には，テクノロジーの創造性，商品企画の創造性，マーケティングの創造性が必要です。実用
的で，魅力的で，使いやすい製品をデザインする能力がなかったら，どんなに素晴らしく革新
８）盛田昭夫ライブラリー編［2013］「ソニー創業者盛田昭夫が英語で世界に伝えたいこと」
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的な新技術があったところで，何の意味もありません。また，市場に製品が受け入れられる場
合だけ成功を手にすることになります。ウォークマンは商品企画とマーケティングに基づいて
築かれた成功だったのです。」と盛田は述べている。合併企業におけるイノベーションの壁を突
き壊すには，出身派閥闘争を忘れて全社横断型の製品開発を成功させることが絶対条件となる。
　一般的に研究開発を完了した開発シーズが顧客の手に渡る製品になるまでには数年を要する
ことも多い。研究開発の成果は，顧客が製品を使い顧客満足度を確認した時点で判断すべきこ
とであるが，合併企業では研究開発の成果報告会が製品化前に頻繁に行われる。合併企業では
出身派閥以外の人たちを合理的に納得させるために行われる成果報告会が顧客軽視に拍車をか
けることになる。顧客を軽視した成果報告会は意味がないばかりか，経営判断を誤らせること
が少なくない。
　合併により研究者が高齢化することも大きな問題である。同業種の合併では同じ専門分野の
研究者を削減する方法として，専門外の研究テーマに鞍替えする試みが頻発する。その試みの
成否は別として，ベテラン研究者が専門外の新たな研究テーマを担当するため，若手研究者の
相対的減少がおき，研究開発の活力やチャレンジ精神を減退させる。そこで，出身派閥を考慮
しつつ余剰の研究者を研究以外で処遇する人事異動が行われるが，この異動が研究者本人も会
社も満足する結果になったと聞いたことがない。どちらの出身派閥にも属さない新入若手研究
者を補充したくても簡単にできないのが合併企業の悩みである。
　ところで，企業において上司が管理できる部下の数には管理限界があるため，管理すべき部
下の人数を減少させるためには，組織階層を多重化させた巨大な組織になることは避けられな
い。ちなみに，巨大隕石が落下した6550万年前に恐竜が絶滅した原因は，数多くの小動物が生
き残っていることから，恐竜の巨大化が原因であると考えられる。恐竜は変温動物のため体表
面の比率を小さくするため巨大化したが，それが仇となって環境変化に対応できず絶滅したと
考えられる。合併を繰り返し巨大化する企業は現代の恐竜であり，想定外の環境変化に適応可
能な限界企業規模を超えると，取り返しのつかないことになると考えられる。合併による企業
の巨大化が真の病巣と言える。
５章　企業合併の成否を握る社内融和と優秀社員の離職防止対策
5─1　社内融和
　一般的に，企業合併において対等合併は比較的少なく，どちらかの企業が他の企業を吸収合
併または買収する例が多く，合併または買収する側と，される側に分かれる。合併された企業
は今までの企業風土を維持できず，合併した企業に適合していくことになる。しかし，合併し
た企業の研究管理や研究組織や研究システムが優れているとは限らない。合併した企業も従来
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の体制や組織のままではなく変革を求められることが少なくない。
　社風，歴史，社内規則，社内システムも異なる両社が突然一緒に仕事を始めることが企業合
併である。給与，賞与，退職金，諸手当，昇格，ポスト，福利厚生，意思決定プロセス，情報
共有ルール，財務体質，株価，取引銀行，経営倫理，法令順守コンプライアンス，従業員の年
齢男女構成，退職ルール，労働組合，関連会社など，あらゆる面で異なる企業がひとつの企業
になるには筆舌に尽くしがたい努力が必要になる。合併後は出身企業ごとの派閥活動やセク
ショナリズムが横行し，従業員同士が反目しあう中で，出身派閥の勢力を拡大する仕事が最優
先になる。そのため，顧客などの社外の声はまったく聞こえない状況に陥り，社内融和の掛け
声が虚しく響く企業に変貌する。
　なかでも，異論に対する許容度や異論を排除する企業DNAの強さが，合併する企業間でど
の程度相違しているかが合併の成否を握っている。もし，異論を自由に発言できる社風の企業
と，正反対に，異論を封鎖し排除する社風の企業が合併すると，両社に悲劇が待っている。浅
川９）は，「異質の社会背景を持つ人々が交流し，創造的なアイデアがもたらせる可能性が高まる。
異質な発想の結合が進み，人々の創造性の向上を促す可能性がより高くなる。」と述べている。
しかし，どちらかの企業が異論を排除する企業DNAを持っていれば，このような創造的な結
合は絶対に起こりえない。
　合併時の人事は社内融和のため，たすき掛け人事が行われることが多い。典型的な例が八幡
製鉄と富士製鉄の合併による新日本製鐵であり，社長が八幡と富士で規則正しく交代している。
また，各部のポストは八幡派閥と富士派閥に色分けされている。たとえば，八幡の輸出部長が
新日鐵の輸出第一部長に，富士の輸出部長が輸出第二部長となり，輸出第一部の副部長は富士，
輸出第二部の副部長は八幡のように，典型的なたすき掛け人事が行われた。たすき掛け人事は
社内融和に本当に有効か，適材適所という観点から疑問が残る。また，このような企業では，
たすき掛け人事が少し崩れた人事異動が行われただけで社内融和にひびが入る可能性が高い。
たすき掛け人事は真の社内融和とは言えない。
　大企業の組織には事業部制，カンパニー制，持株会社などがある。なかでも，持株会社は，
合併企業の異なった社風や制度の人々が持株会社の傘下で１つの事業会社となるため法人とし
ての独立性を維持でき，非常に大変な社内融和や両社の統合に時間と労力を費やすことが回避
できるメリットがある。しかし，持株会社はリスク分散のための経営体制が取られる可能性が
高く，合併企業としての求心力が低下する危険があるだけでなく，合併シナジーはまったく期
待できない。
　日本企業では従業員間の信頼感が最優先され，それを醸成するには長い年月が必要であるが，
９）日本経済新聞社編［2010］「これからの経営学」日経ビジネス人文庫
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合併企業にはそのような時間を待っている余裕はない。そこで，徹底したコミュニケーション，
すなわち，お互いが理解できるまで話し合うことが大切になる。さらに，話し合うだけでなく，
関係者すべてが変わらなければならないのが企業合併である。人間には大きな困難に直面する
と自分を変えて生き残りを模索する能力が備わっている。合併という困難を乗り越えるために
経営者や従業員は自らを進化させる気概が必要である。人と人との壁，組織と組織の壁をなく
すまで話し合い，出身企業による差別をなくし，合理的で万人が納得できる成果主義を基軸と
する企業運営に徹することが大切である。
　さらに，従業員一人一人へのカウンセリングやメンタルケアなど心のケアも忘れてはならな
い。心のケアの具体例として，社内運動会，社内リクレーション，社内餅つき，社内お花見，
社内小旅行，社内ゴルフ大会など，お互いが仕事を離れて人間として触れ合う機会を積極的に
設けることも有効である。最後まで理解しがたいことは社風の違いである。社内における意思
決定のプロセスの違い，根回しの仕方の違い，報告・連絡・相談の仕方の違い，法令順守コン
プライアンスの意識の違いなど，社風の違いは大きく，合併を成功させるためにはきめ細かな
相互理解が必須となる。情報共有，とりわけ，重要なノウハウの共有が合併の成否を握ってお
り，経営者自らが情報開示や情報共有を率先して行う姿勢が重要である。
5─2　優秀社員の離職防止対策
　合併は時として大量の離職者を誕生させる。新日本製鐵からの離職者が競合他社に多大な利
益をもたらしたことは間違いない事実である。小野10）によれば，「ポスコに対抗するため，
75％の人員削減という荒療治を行った新日鐵であったが，皮肉なことにこの施策はポスコに思
わぬ利益をもたらした。新日鐵を離れた技術系従業員は，人材を求めていたポスコをはじめ中
国などの鉄鋼メーカーにとって逸材であった。ポスコの躍進は，新日鐵をはじめとする日本の
鉄鋼メーカーの離職者の協力があったと囁かれている。」このように合併による離職者対策の
重要性を述べている。
　合併時に優秀社員が離職することは絶対に避けなければならない。優秀社員の去就が残され
た従業員へ及ぼす影響は大きく，優秀社員とともに大人数で離職することも想定して対策を講
じなければならない。社員の離職の意向を事前に把握し，待遇面での条件提示も含め離職を思
いとどまらせる説得も社内融和の一貫となる。特に，研究開発の人材は他の部門に比べ離職の
可能性が高い。ほとんどの研究者は社内の昇格や出世よりも，好きな研究をやることが優先さ
れ，合併により自分の好きな分野の研究が縮小されるとの噂を耳にするだけで，もともと企業
への帰属意識が希薄な研究者は転職の可能性が高くなる。研究者は他の部門の従業員に比べ，
10）小野正之［2013］「鉄人伝説」幻冬舎ルネッサンス
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学会活動などを通じて競合他社の研究者との交流が深く，特定分野で名が知られた転職希望の
研究者は，どこからでも声がかかる可能性が高い。研究者やエンジニアは，学会誌や専門誌に
掲載した研究論文，学会や研究会で行った研究発表，発明者欄に氏名が掲載された特許権，学
会での座長経験や表彰受賞歴，博士号などの社外に公表された自己PRが豊富にある。そのため，
直接競合他社への転職は難しいとしても，競合他社との関連が深い研究機関への転職は比較的
容易であることが多い。外資系の企業買収では，優秀な研究者やエンジニアが離職や転職しな
いことが買収の条件となる場合も多い。優秀社員の流出は，従業員に動揺を増幅させ社内融和
を根底から覆し合併自体を瓦解させることがある。
　筆者は合併企業に勤務した経験があるが，30歳後半の２年間に集中してヘッドハントから５
回の電話を受けた。電話はいずれも異なる外資系企業からの勧誘であり，その当時の年俸の約
２倍を提示された。ヘッドハントは依頼企業の実名は明らかにしなかったが，いずれも外国企
業の研究機関の勧誘であり商品開発の経験のある30歳代のプレイングマネジャーを希望してい
た。今までお世話になった会社への忠誠心と年俸２倍を天秤にかけて，正直言って動揺を隠せ
なかったことを鮮明に覚えている。今もヘッドハントからの電話に人知れず悩む日本の研究者
は少なくないと考えられる。企業への忠誠心が希薄化する中で，企業合併に伴う研究者やエン
ジニアの離職防止は容易ではないが，昇給やポストの処遇を行うだけでなく，普段からの心の
ケアが最も大切であると考える。
６章　これからの研究開発に関する一考察
6─1　研究者の開発意欲を殺ぐ法改正
　日本の研究者の開発意欲を極端に殺ぐ法改正が行われようとしている。現在では従業員の職
務発明は企業がその発明を使用する権利を保有するものの，発明自体は従業員のものとされて
いる。従業員の発明が想定外の大きな利益をもたらした場合，従業員が企業に対価を請求して
も企業が聞く耳を持たないと，企業と従業員の間で訴訟トラブルが発生することがある。そこ
で，特許法の職務発明を現在の発明者帰属から法人帰属に変更しようとする議論が続いている。
さらに，職務発明をした従業員と企業との訴訟トラブルをなくすため，従業員が発明から得ら
れた利益の一部を企業に請求する権利，いわゆる対価請求権を消滅させることも視野に検討さ
れている。産業界の法改正への強い要望は，発明を法人帰属にしておけば訴訟リスクが減ると
の強権的で一方的な主張に由来している。
　青色発光ダイオードの発明で有名なカリフォルニア大学の中村修二教授11）は，職務発明に
11）日本経済新聞2013年６月22日
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関する特許法の改正に対し「日本企業が優れた技術者を適切に処遇していないことこそ問題だ。
日本の技術者は世界的にみても優秀なのに給料は安く不遇だ。日本の技術者にとって最後の頼
みの綱といえる現行の特許法は必要だ。発明と対価の問題を企業に有利に変えるだけなら，技
術者は海外に流出する。」と述べている。
　企業における研究成果は学会や専門誌などへの社外発表を制限されている場合が多い。しか
し，特許権は発明者欄に研究者の氏名を必ず記載しなければならず，特許出願後１年半で全世
界に公表される。つまり，研究者の生き甲斐や自己実現は，身を粉にして取得した特許権だけ
であると言っても過言ではない。しかし，この職務発明を企業に奪い取られる法律が成立すれ
ば，寝食を忘れて研究開発に打ち込む研究者が日本から姿を消すことは自明である。グローバ
ル競争が激化する中，この法改正は知的財産立国を目指す日本にとって時代錯誤そのものであ
り，もし法改正が断行されれば日本の未来は暗澹たるものになるのは間違いない。物言わぬ真
面目な日本の研究者はこのような暴挙を甘受しなければならないのか，非常に残念である。い
つか研究者の不満は頂点に達し大爆発することは間違いなく，研究者が日本を見限った後は元
に戻れないことを経営者は肝に銘じるべきである。
　職務発明を定める特許法35条を引用するまでもなく，特許法29条１項柱書にあるように，発
明を行った者が特許を受ける権利を有すると定めており，上記の法改正を許せば特許を定める
精神を根本から崩壊させる。知的財産に関する所得税率を通常の法人税よりも大幅に低減させ
るパテントボックスのような小手先の手段で，研究者やエンジニアの海外流出を防ぐことがで
きるとは到底考えられない。今こそ，日本は企業の研究者を手厚く保護する方向に舵を切ると
きである。
　特許法の運用規定，とりわけ職務発明の取り扱いや対価の計算方法や発明表彰の選定は，そ
れぞれの企業が従業員との間で定めるため企業間で大きく異なる。合併企業において統一した
職務発明に対するルールを定める際，研究者やエンジニアの研究意欲や自己実現を重視したも
のにすべきである。しかし，合併を成し遂げ大企業と化した企業の経営者は，研究者の研究意
欲などへの気配りが微塵もなくなり，企業だけに都合の良い職務発明の運用ルールに変更する
ことが多くなる。
6─2　退職した元社員の動向
　日本経済新聞12）は日本の技術流出が増加する現状を伝えており，日本人退職者から技術流
出が30.6％，現地社員の退職者からの技術流出が22.6％あり，退職者が技術を競合他社に遺漏
することが多い。そこで，正社員だけでなく契約社員も含めた関係者全員と秘密保持契約を結
12）日本経済新聞2012年８月12日
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び，同業者への転職を禁止する契約を結ぶなどの対策を急ぐ企業が多い。典型的な退職者の技
術流出の事例を産業新聞13）が次のように報じている。「付加価値の高い鋼材の生産技術が盗ま
れたとして，新日鐵住金がポスコとポスコの日本法人と新日鐵元社員を提訴した。昭和40年代
に開発し，門外不出としてきた技術だけに新日鐵住金の怒りは強い。ポスコに対し1000億円の
損害賠償などを求めている。ポスコは争う構えだが，敗訴すれば高収益な同事業分野からの撤
退は避けられない。産業スパイの代償の大きさを知らしめる裁判となるか。」
　新日鐵住金は，八幡製鉄所と広畑製鉄所で製造している方向性電磁鋼板の製造方法がポスコ
に遺漏したとして，不正競争防止法（営業秘密の不正取得行為）違反で訴えたものである。こ
の鋼板の製造方法は極めて少人数の従業員だけが知る極秘情報であり，一般社員が製造方法を
知ることはまったく不可能であり，その工場見学さえも許されていない。新日鐵住金は，ポス
コがその極秘技術を違法に入手し，同種の鋼板を製造していると主張している。新日鐵住金は
非常に優れた方向性電磁鋼板を研究開発し，その一部の技術を特許取得しているが，20年間の
特許期間を経過すると特許権が消滅し競合他社が製造可能になるため，あえてコア技術を特許
申請せずにトレードシークレットとして極秘に情報管理していたものである。ちなみに，出願
している特許はコア技術と関連する周辺技術に限られ，その周辺技術の特許有効期間の終了直
前に，周辺特許を改良した延命特許14）が網の目のように出願されている。
　ポスコの元社員が方向性電磁鋼板の技術を中国の鉄鋼メーカーに売り渡したとしてポスコが
提訴したが，裁判でポスコの元社員は中国に渡したのはポスコの技術でなく新日鐵の技術であ
ると証言した。その後，新日鐵を退職した研究者がポスコに極秘情報を遺漏したことが判明し
た。小野15）は，「韓国企業へ貴重なノウハウをリークした日本人技術者の忠誠心の低下は嘆か
わしいが，社員を手厚く扱わなかった日本の会社側にも責任がある。また，特許を取った社員
への報奨金も日本では金一封程度で極端に少ない。このように技術者の流出が続くならば日本
のメーカーは韓国や中国メーカーに潰されてしまうであろう。」と述べている。合併や買収は，
研究所の削減や研究者の減少や研究費の削減など，研究者の研究開発意欲を著しく減退させ，
外国の競合企業への転職を加速させている。退職した研究者を競合他社が雇用することは珍し
くなく，研究者の忠誠心だけに依存する時代ではなくなった。退職前だけでなく退職後も含め
て，研究者のフォローをきめ細かく行うことが技術流出を阻止する最善策であることは間違い
ない。
13）産経新聞2012年５月26日
14）延命特許は法律としては製薬特許だけに限られているが，製薬以外でも改良技術や別の用途を新たに特許
出願し，実質的に基本特許の延命を行う企業が多い。
15）小野正之［2013］「鉄人伝説」幻冬舎ルネッサンス
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７章　まとめ
　本論文は企業合併が研究開発に及ぼす影響を研究したものであり，次のことが明らかになっ
た。
（１）JFEスチール，アステラス製薬，大日本住友製薬，田辺三菱製薬，特種東海製紙，東京
海上日動火災保険，三菱東京UFJ銀行，日清食品ホールディング，バンダイナムコの９社は，
合併と同時に特許件数が著しく減少している。
（２）みずほ銀行，三井住友銀行，セガサミーホールディング，ユニバーサルエンタテインメ
ント，第一三共，シチズンホールディング，太平洋セメント，JXホールディング，パナソニッ
クの９社は，合併直後に特許出願件数が一時的に増加するが，その後減少し，いずれの企業も
合併前の水準を維持できない状態まで減少している。
（３）調査した企業合併は研究開発を促進するのではなく停滞させており，いずれの合併にお
いても合併シナジーを活用したイノベーションは発生していない。
（４）企業合併では開発シーズの内製化と研究者の内製化が進行し，他社との共同研究が減少
し，独自開発を主流とする研究開発の内製化に陥る可能性が高い。
（５）同じ業界内における企業合併は業界シェアの拡大をもたらし，競合他社が減少するため，
経営者は競争する目的を失い研究開発投資を削減する場合がある。
（６）JFEスチールの合併とは無関係である新日本製鐵の特許件数が大幅に減少している。合
併は合併した企業だけでなく競合他社の研究開発を減退させる。つまり，合併はライバル企業
同士が切磋琢磨する環境を奪うことがある。
（７）合併した企業は大企業病を患う危険が高く，秘密主義やセクショナリズムや官僚主義が
蔓延する。合併企業では，研究開発というリスクの高い投資は敬遠され，他社に優れた技術が
あれば購入するか，または，新たな買収や合併を繰り返すことが常套手段になる。
（８）合併企業では個人の自由な研究活動が阻害され尖った研究が切り捨てられ，短期的利益
を優先する研究開発だけが行われる。また，出身派閥活動が全社横断型の製品開発を失敗に導
くため，たとえ研究開発が成功してもイノベーションには結びつかない。
（９）企業合併の成否を握るのはコミュニケーションによる社内融和と優秀社員の離職防止対
策である。離職防止対策には，待遇や昇給だけでなくカウンセリングやメンタルケアなど心の
ケアが有効である。
（10）職務発明を発明者帰属から法人帰属に変更し，発明者の対価請求権をなくす特許法改正
は，研究者の開発意欲を著しく減退させる。
（11）退職前だけでなく退職後も含めて，元社員へのきめ細かい配慮が，海外の競合他社への
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技術流出を防止する唯一の有効な手段である。
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